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１．学校法人の概要 

 

（１）建学の精神 

 

学校法人北星学園は、スミス塾として創立されてから本年で 130 年目を迎えました。創立者

は、米国人女性宣教師サラ・Ｃ・スミス先生です。スミス先生は教育者として、特に当時の日

本人女性の教育に情熱を注ぎました。その教育方針は、キリスト教に基盤をおき、「キリスト教

の精神のもとに、生徒が実生活でさまざまの義務と責任を全うしうるように、あらゆる分野に

おける有用な知識を教える」ことです。この目標のもと、多くの学生・生徒は、神に仕え、人

を愛することを学び、世に出て行きました。 

 

現在、約 6,000 人の学生・生徒を擁する学園として成長しましたが、この目標は今日も北星

学園の教育方針として、いささかも変わることなく継承され本学園の「建学の精神」となって

います。 

 

「Shine like stars in a dark world」（世にあって星のように輝き－フィリピ２：15）は、北

星学園の校名の由来であり、新渡戸稲造先生が薦めたものです。 

光を掲げることを目指す本学園の教育が校名の如く、名実共に、神の豊かな祝福の中に進めら

れていければと願っています。 
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（２）沿革 

 

1887年 1月 15日 サラ・Ｃ・スミス塾が札幌市北 1西 6に開校 

1889年 スミス女学校として正式認可 

1894年 札幌市北 4西 1に移転。北星女学校と校名変更。 

1925年 聖書・英文・家政専攻科設置 

1929年 札幌市南 5西 17に新校舎建築移転(後に、南 4西 17に住居表示変更) 

1935年 保育専攻科を設置 

1937年 創立 50周年記念式典開催 

1943年 財団法人北星高等女学校と改称 

1947年 新制中学校設置 

1947年 財団法人北星学園と改称 

1948年 高等学部設置 

1949年 北星学園中学校、北星学園高等学校と改称 

1951年 学校法人北星学園に組織変更、北星学園女子短期大学開設（英文科） 

1954年 女子短期大学家政科増設 

1955年 短大附設幼稚園教諭養成所設置 

1962年 北星学園大学開設（文学部英文学科・社会福祉学科）、北星学園高等学校を北星学園女子高

等学校、北星学園中学校を北星学園女子中学校と改称、北星学園男子高等学校開設 

1964年 大学が札幌市白石区大谷地に移転 

1965年 大学経済学部(経済学科)増設、北星学園余市高等学校開設 

1967年 短大附設幼稚園教諭養成所を同保育専門学校と改称 

1969年 女子高等学校に音楽科増設 

1970年 女子高等学校に英語科増設 

1978年 短大附設保育専門学校を北星学園幼稚園教諭・保母養成所と改称 

1980年 大学に専攻科（文学専攻科、経済学専攻科）設置、男子高等学校下野幌に校舎を新築し 

移転 

1987年 大学経済学部に経営情報学科増設、男子高等学校を新札幌高等学校と改称し、共学制実施、

学園創立百周年記念式典・祝賀会開催 

1988年 北星学園幼稚園教諭・保母養成所廃止 

1989年 短大家政学科を生活教養学科に名称変更 

1992年 大学に大学院設置（文学研究科 社会福祉学専攻修士課程） 

1996年 大学に社会福祉学部増設（福祉計画学科、福祉臨床学科、福祉心理学科） 

2000年 大学院に研究科増設（社会福祉学研究科 社会福祉学専攻〔修士課程、博士後期課程〕、 

心理学専攻 修士課程） 

2001年 大学に研究科増設（経済学研究科､文学研究科に言語文化コミュニケーション専攻） 

2002年 大学文学部に心理・応用コミュニケーション学科を、経済学部に経済法学科を増設、北星 

学園女子短期大学を北星学園大学短期大学部に名称変更、短大生活教養学科を生活創造学 

科に名称変更、北星学園新札幌高等学校を北星学園大学附属高等学校に名称変更 

2006年 社会福祉学研究科心理学専攻を臨床心理学専攻に名称変更 

2007年 学園創立 120周年記念式典・祝賀会開催 

2017年 学園創立 130周年記念式典開催 
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（３）組織 

 

Ａ．法人組織 

学校法人北星学園は、教育基本法、学校教育法及び私立学校法に従い、建学の精神

に則って学校教育を行うことを目的に設置された法人であり、現在、北星学園大学、

北星学園大学短期大学部、北星学園女子高等学校、北星学園大学附属高等学校、北星

学園余市高等学校及び北星学園女子中学校の６校を設置している。 

法人組織における役員及び諸機関と役割等は次のとおりである。 

 

理事会 

本学の教育・研究の充実及び向上を目的とする有効適正な経営管理を行うため、そ

の基本的な施策、方針、事業計画等の本法人の重要事項を審議し決定する機関である。

構成は、大学長、大学副学長、大学学部長及び短期大学部長のうち２名、各高等学校

長３名、法人の設置する学校の卒業者から 2名、福音主義キリスト教会の教師等から

１名、評議員から１名、学識経験者から７名の計１８名となっている。 

 

評議員会 

法人の事業計画や予算、重要な資産の処分及び寄附行為の変更等の重要事項につい

ては、理事長において、あらかじめ意見を聞かなければならない機関として評議員会

がある。構成は、大学長、大学副学長、各高等学校長３名、大学各学部長及び短期大

学部長の４名、法人の教職員から１０名、法人の設置する学校の卒業者から５名、福

音主義キリスト教会の教師等から４名、法人の設置する学校に在籍する学生及び生徒

の保護者から５名、学識経験者から８名の計４１名となっている。 

 

理事長 

法人の代表者である（私立学校法第 37条）。法人及び各学校の業務を総括し、その

職員を統督する。また、理事会、評議員会の招集者である。 

 

学園長 

法人及び各学校の教学に関する事項を統括する。 

 

常務理事 

 理事会及び常任理事会の議に基づき、法人の日常業務を執行し、所属職員を監督す

る。 

 

学長 

大学の代表者であり、大学教職員を統督する者（学校教育法第 92 条）である。法

人の設置する学校の長として、大学長、短期大学部学長（兼務）がいる。 

 

校長 

中学校・高等学校の代表者であり、中学校・高等学校教職員の監督者（学校教育法

第 49条及び第 62条）である。法人の設置する学校の長として、女子中学高等学校長、

附属高等学校長、余市高等学校長がいる。 
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Ｂ．大学・短期大学部組織 

大学は学長によって代表され、そのスタッフとして副学長、スミス・ミッションセ

ンター部長、各学部長、事務局長を置く。大学全体の審議決定機関としては、評議会

がある。また、学長のもとに部局連絡会が常設され、大学の諸課題について連絡調整

を行う。 

 

評議会 

本学に評議会を置き、教育及び研究の計画、人事、学則及び諸規程の制定並びに改

廃、その他大学の組織及び運営に関する事項を審議する。 

 

学部 

各学部の専門教育科目、学籍、試験、単位、卒業、科目等履修生、研究生、学部の

人事、学部内諸規程の制定及び改廃、学部の組織及び運営に関する事項並びに学長等

の諮問した事項を審議するため教授会を置く。 

 

大学院 

大学院に、本大学院の研究科の組織及び教育研究の指導並びに学位の授与等に関す

る事項を審議するため、研究科委員会を置く。 

 

短期大学部 

短期大学部の学則その他本学の制度に関する事項、教科課程、教員の任免、学籍、

卒業、科目等履修生、研究生、外国人留学生、学長等の諮問した事項、その他重要な

事項等を審議するために教授会を置く。 

 

図書館 

本学に、図書館を置き、本館に所蔵する図書・雑誌その他の資料を管理し、館内閲

覧、館外貸出、他館利用、参考業務供与等の業務を行う。 

 

センター等 

(1) スミス・ミッションセンターは、本学の「建学の精神」の基本理念に由来する

本学ミッション・ステートメントに従い、建学の精神を具現化する活動を総合

的に企画し、その実践を総括することを目的として設置されている。 

  

(2) 国際教育センターは、本学と外国の大学及び学術研究機関との教育及び研究に

関する交流を推進するとともに、本学学生の外国語運用力及び国際理解の向上

を図ることを目的として設置されている。 

 

(3) 学生相談センターは、本学の学生相談その他の学生支援に関する活動を総合的

に企画し、その実施を総括するとともに、本学学生が直面する大学生活上の諸

問題に対処するための相談に応じることにより、もって本学学生の人格形成及

び自己実現を助けることを目的として設置されている。 

 

(4) 総合情報センターは、本学の教育研究の情報化を総合的に推進する機関として、

本学の情報システムの信頼性及び効率性を高めるとともに、情報処理に関する
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教育研究の水準の向上及び事務処理の効率化に資することを目的として設置

されている。 

 

(5) 総合研究センターは、本学の教育職員の研究活動活性化と研究水準の向上を図

るための支援活動を行うとともに、本学のプロジェクト研究の拠点となり、あ

わせて学外からの研究委託を受諾する機関として地域社会に貢献することを

目的として設置されている。 

 

(6) 入学試験センターは、本学の入学者の募集及び選抜に係る企画並びにその実施

を総括する機関として、入学者の募集及び選抜を公正かつ効果的な方法で行う

とともに、本学の入学定員を安定的に充足することを目的として設置されてい

る。 

 

(7) キャリアデザインセンターは、本学の学生の就職等における進路選択を支援す

るための活動を企画し、その実施を総括するとともに、学生の就職先を広く開

拓し、学生がその資質や能力に適した就職先を確保できるよう支援することに

よって、もって学生のキャリアデザインの形成に資することを目的として設置

されている。 

 

(8) 社会連携センターは、本学の北星オープンユニバーシティの講座を企画し、そ

の実施を総括するとともに、学生及び学外の社会人のニーズに応じた各種講座

を開くことにより、本学学生の多様な学習機会の確保と資格取得の支援に務め、

社会人に生涯学習の場を提供することを目的として設置されている。 

 

(9) 心理臨床センターは、本学大学院において臨床心理学を専攻する大学院生等に

対して実践的な教育訓練の場を用意し、本学の教員による臨床心理学研究を支

援するとともに、あわせて臨床心理学の知見と手法を用いて地域住民が抱える

心理的な問題を解消又は緩和するための活動を行うことを目的として設置さ

れている。 

 

(10) 学習サポートセンターは、学生の学習を総合的に支援するための学習環境を

構築するとともに、学習支援の活動を先導的に企画・立案し、これを学部及び

学科等と連携して組織的に実施することにより、本学学生の主体的かつ自律的

な学習を促進させ、教育の質の保証に資することを目的として設置されている。 

 

(11) アクセシビリティ支援室は、障害のある学生及び特別な支援を必要としてい

る学生が、障害の種別及び程度に応じ、十分な教育の質を保証されるために必

要な合理的配慮に基づく支援が受けられるようにすることを目的として設置

されている。 

 

Ｃ．中学・高校組織 

女子中学校・女子高等学校、大学附属高等学校、余市高等学校は各校長によって代

表され、そのスタッフとして宗教主任、教頭、総務、事務長等を置く。各学校全体の

運営に関する審議機関としては、職員会議がある。 
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（佐々木　薫）

（宗石依久子）
第３課長

第２課長

ｼｽﾃﾑ管理係

課長（田中正博）

課長（五十嵐 明）

課長（高野正明）

入 試 課

庶 務 係

Ｉ Ｒ 係
庶 務 係

内部監査係

(10 人)

情報教育係

教 務 係
会 計 係
庶 務 係

管 財 係

企 画 係

施 設 係

ｾﾝﾀｰ長（中嶋輝明）

用 務 係
教 務 係
会 計 係
庶 務 係

用 務 係
教 務 係
会 計 係
庶 務 係

用 務 係
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（４）入学定員及び学生･生徒募集状況

2016年5月1日現在

入学定員 志願者数 入学者数

大 学 院 文 学 研 究 科 言語文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ専攻 8 6 5
（修士課程）

経 済 学 研 究 科 経 済 学 専 攻 10 1 1
（修士課程）

社会福祉学研究科 社 会 福 祉 学 専 攻 8 6 3
（修士課程）

臨床心理学(心理学）専攻 4 10 4
（修士課程）

社 会 福 祉 学 専 攻 3 1 1
（博士課程）

大 学 院 合 計 33 24 14

文 学 部 英 文 学 科 113 567 141

心理・応用ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 90 268 107

経 済 学 部 経 済 学 科 152 798 175

経 営 情 報 学 科 102 496 121

経 済 法 学 科 110 511 134

社 会 福 祉 学 部 福 祉 計 画 学 科 85 238 103

福 祉 臨 床 学 科 85 227 88

福 祉 心 理 学 科 64 175 74

学 部 合 計 801 3,280 943

短 期 大 学 部 英 文 学 科 120 302 235

生 活 創 造 学 科 80 220 137

短 期 大 学 部 合 計 200 522 372

3年次編入 文 学 部 英 文 学 科 14 18 16

心理・応用ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 10 7 7

経 済 学 部 経 済 学 科 6 3 3

経 営 情 報 学 科 6 4 4

経 済 法 学 科 10 0 0

社 会 福 祉 学 部 福 祉 計 画 学 科 10 6 4

福 祉 臨 床 学 科 10 3 2

福 祉 心 理 学 科 7 0 0

合 計 73 41 36

1,107 3,867 1,365

150 248 130

70 165 73

30 14 13

合 計 250 427 216

255 911 214

140 67 60

120 128 78

1,872 5,400 1,933

 
大

学

・

短

期

大

学

部

大 学 ・ 短 期 大 学 部 合 計

女
子
高

普 通 科

英 語 科

音 楽 科

大 学 附 属 高 等 学 校
余 市 高 等 学 校
女 子 中 学 校

総 合 計
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（５）学生・生徒在籍者数
2016年5月1日現在

内休学 内休学 内休学 内休学 内休学 内休学 内休学

言語文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ専攻 8 8 16 16 0

（修士課程） 男子 4 0 1 0 0 0 0 0 5 0 3 0 2 0 1

女子 1 0 1 0 0 0 1 0 3 0 3 0 0 0 1

計 5 0 2 0 0 0 8 0 6 0 2 0 2

経 済 学 専 攻 10 10 20 20 0

（修士課程） 男子 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1

女子 0 0 1 0 1 0 2 1 -1 -1 0

計 1 0 1 0 2 0 3 1 -1 -1 1

社 会 福 祉 学 専 攻 8 8 16 16 0

（修士課程） 男子 2 0 1 0 0 0 1 1 4 1 4 0 0 1 2

女子 1 0 1 0 1 0 0 0 3 0 3 0 0 0 1

計 3 0 2 0 1 0 1 1 7 1 7 0 0 1 3

臨 床 心 理 学 専 攻 4 4 8 8 0

 （修士課程） 男子 2 0 1 0 0 0 0 0 3 0 1 0 2 0 0

女子 2 0 4 0 0 0 0 0 6 0 6 0 0 0 2

計 4 0 5 0 0 0 0 0 9 0 7 0 2 0 2

社 会 福 祉 学 専 攻 3 3 3 9 9 0

（博士[後期]課程） 男子 1 0 0 0 2 0 3 0 2 0 1 0 0

女子 0 0 2 0 1 0 3 0 3 0 0 0 0

計 1 0 2 0 3 0 6 0 5 0 1 0 0

33 33 3 69 69 0

男子 10 0 3 0 2 0 1 1 16 1 11 0 5 1 4

女子 4 0 9 0 2 0 1 0 16 0 17 1 -1 -1 4

計 14 0 12 0 4 0 2 1 32 1 28 1 4 0 8

英 文 学 科 113 113 127 127 480 480 0

男子 26 0 27 0 33 4 35 7 121 11 117 9 4 2 19

女子 115 0 100 1 122 4 132 20 469 25 467 19 2 6 118

計 141 0 127 1 155 8 167 27 590 36 584 28 6 8 137

心理・応用ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 90 90 100 100 380 380 0

男子 40 0 34 0 35 1 47 10 156 11 153 9 3 2 33

女子 67 0 71 0 71 2 86 9 295 11 313 9 -18 2 81

計 107 0 105 0 106 3 133 19 451 22 466 18 -15 4 114

経 済 学 科 152 152 158 158 620 620 0

男子 129 0 119 0 129 0 139 4 516 4 507 10 9 -6 103

女子 46 0 46 0 43 0 51 3 186 3 191 4 -5 -1 51

計 175 0 165 0 172 0 190 7 702 7 698 14 4 -7 154

経 営 情 報 学 科 102 102 108 108 420 420 0

男子 76 0 86 0 63 0 71 3 296 3 287 7 9 -4 51

女子 45 0 43 0 45 1 51 1 184 2 192 5 -8 -3 56

計 121 0 129 0 108 1 122 4 480 5 479 12 1 -7 107

経 済 法 学 科 110 110 120 120 460 460 0

男子 93 0 97 2 92 1 83 2 365 5 354 3 11 2 73

女子 41 0 36 0 33 0 44 0 154 0 155 0 -1 0 39

計 134 0 133 2 125 1 127 2 519 5 509 3 10 2 112

福 祉 計 画 学 科 85 85 95 95 360 360 0

男子 55 0 65 0 55 1 63 4 238 5 231 8 7 -3 44

女子 48 0 37 0 39 0 51 4 175 4 170 1 5 3 46

計 103 0 102 0 94 1 114 8 413 9 401 9 12 0 90

福 祉 臨 床 学 科 85 85 95 95 360 360 0

男子 28 0 29 0 20 0 23 0 100 0 98 6 2 -6 21

女子 60 0 63 0 67 0 81 0 271 0 290 9 -19 -9 74

計 88 0 92 0 87 0 104 0 371 0 388 15 -17 -15 95

福 祉 心 理 学 科 64 64 71 71 270 270 0

男子 19 0 17 1 20 0 27 2 83 3 90 2 -7 1 21

女子 55 1 45 0 47 2 52 5 199 8 192 4 7 4 46

計 74 1 62 1 67 2 79 7 282 11 282 6 0 5 67

801 801 874 874 3,350 3,350 0

男子 466 0 474 3 447 7 488 32 1,875 42 1,837 54 38 -12 365

女子 477 1 441 1 467 9 548 42 1,933 53 1,970 51 -37 2 511

計 943 1 915 4 914 16 1,036 74 3,808 95 3,807 105 1 -10 876

英 文 学 科 120 120 240 240 0

男子 6 0 11 0 17 0 20 0 -3 0 9

女子 131 0 142 14 273 14 259 7 14 7 111

計 137 0 153 14 290 14 279 7 11 7 120

生 活 創 造 学 科 80 80 160 160 0

男子 2 0 1 0 3 0 1 0 2 0 0

女子 96 0 104 2 200 2 200 2 0 0 94

計 98 0 105 2 203 2 201 2 2 0 94

200 200 400 400 0

男子 8 0 12 0 20 0 21 0 -1 0 9

女子 227 0 246 16 473 16 459 9 14 7 205

計 235 0 258 16 493 16 480 9 13 7 214

1,001 1,001 874 874 3,750 3,750 0

男子 474 0 486 3 447 7 488 32 1,895 42 1,858 54 37 -12 374

女子 704 1 687 17 467 9 548 42 2,406 69 2,429 60 -23 9 716

計 1,178 1 1,173 20 914 16 1,036 74 4,301 111 4,287 114 14 -3 1,090

1,034 1,034 877 874 3,819 3,819 0

男子 484 0 489 3 449 7 489 33 1,911 43 1,869 54 42 -11 378

女子 708 1 696 17 469 9 549 42 2,422 69 2,446 61 -24 8 720

計 1,192 1 1,185 20 918 16 1,038 75 4,333 112 4,315 115 18 -3 1,098

現員

現員

定員

定員

定員

現員

現員

定員

定員

現員

現員

定員

定員

現員

現員

定員

定員

現員

現員

定員

定員

現員

現員

定員

定員

現員

現員

定員

定員

定員

現員

現員

定員

定員

現員

現員

定員

定員

現員

現員

短 期 大 学 部 合 計

合 計

大 学 院 ・ 大 学 合 計

大 学 院 合 計

大

学

・

短

期

大

学

部

学 部 合 計

社

会

福

祉

学

研

究

科

大

学

院

文

学

部

経

済

学

部

社

会

福

祉

学

部

経
済
学
研

究
科

短

期

大

学

部

合計 前年同期 増　減 2015年度
卒業者数

文
学
研
究

科

1　年 2　年 3　年 4　年
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内休学 内休学 内休学 内休学 内休学 内休学 内休学

150 150 150 450 450 0

133 1 122 0 151 0 406 1 441 1 -35 0 160

70 70 70 210 210 0

73 0 75 0 85 0 233 0 223 1 10 -1 57

30 30 30 90 90 0

13 0 13 0 12 0 38 0 39 1 -1 -1 13

合 計 250 250 250 750 750 0

219 1 210 0 248 0 677 1 703 3 -26 -2 230

255 255 255 765 765 0

男子 116 1 142 0 116 0 374 1 395 0 -21 1 135

女子 99 0 100 0 107 0 306 0 310 0 -4 0 97

計 215 1 242 0 223 0 680 1 705 0 -25 1 232

140 140 140 420 420 0

男子 40 0 39 1 52 0 131 1 119 1 12 0 30

女子 21 0 18 1 18 0 57 1 49 3 8 -2 18

計 61 0 57 2 70 0 188 2 168 4 20 -2 48

120 120 120 360 360 0

78 0 64 0 66 0 208 0 196 12 0 66

78 0 64 0 66 0 208 0 196 0 12 0 66

1,799 1,799 1,642 874 6,114 6,114 0

男子 640 1 670 4 617 7 489 33 2,416 45 2,383 55 33 -10 543

女子 1,125 2 1,088 18 908 9 549 42 3,670 71 3,704 67 -34 4 1,131

計 1,765 3 1,758 22 1,525 16 1,038 75 6,086 116 6,087 122 -1 -6 1,674

定員

定員

計

定員

現員

定員

定員

定員

現員

余 市 高 等 学 校

女 子 中 学 校

学 園 合 計

普 通 科

英 語 科

女

子

高

音 楽 科

大 学 附 属 高 等 学 校

現員

増　減 2015年度
卒業者数

1　年 2　年 3　年 4　年 合計 前年同期

現員

現員

現員

現員

定員

定員

計
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(６)教職員数

法 人 大 学 短大部 女子高 附属高 余市高 女子中 合 計 前年合計

1 1 1

1 1 1

1 1 1

3 3 3

（教授） (1) (1)

1 1 1 1 4 4
（教授） (1)

1 1 1
（教授） (1) （教諭） （校長兼務） （教諭） (1)

1 1 (1) 1 3 4

教 授 86 9 95 96

准 教 授 21 3 24 25

講 師 13 4 17 13

助 教 1 1 1

カウンセラー 1 (1) 1 1
（教諭） （教諭） （教諭） （教諭）

教 頭 2 2 1 (1) 5 5

教 諭 34 32 15 13 94 95

養 護 教 諭 1 1 (1) 2 2

講 師 1 1 1

125 16 39 36 18 14 248 248

書 記 4 4 3 1 90 89

司 書 3 5

保 健 師 1 1

技 手 0 1

1 1 3 3

3 26 20

8 5 3 1 123 119

1 1 1

0 0

1 1 1

3 231 16 48 41 21 15 375 371

*校長兼務、教頭は教諭に含まない *臨時職員は含まない

総 合 計

*学長、副学長は教授に含まない *中高校嘱託教諭含む *中高外国人講師含む
*大連外国語大学交流教員含む *非常勤講師は含まない *休職者含む

 
寄
宿
職

寄 宿 職 員

特 任 職 員

合 計

*大学特別専任含む

合 計

 
事
務
・
用
務
職

事
務
職
員

特 任 職 員

78

3

1

用 務 職 員 1

23

合 計 106

 
教
　
育
　
職

学長・校長

副学長

チャプレン
・宗教主任

大
学
･
短
大

中
学
・
高
校

2016年5月1日現在

 
役
　
員

理 事 長

学 園 長

常 務 理 事

合 計
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（７）役員の状況 
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（2016年4月1日現在） 

区  分 № 氏 名 備    考 

理事長 

（８号理事：学識経験者） 
１ 大 山 綱 夫  

学園長 

（８号理事：学識経験者） 
２ 酒 井 玲 子  

常務理事 

（８号理事：学識経験者） 
３ 大 津 忠 行  

１号理事 

（学長） 
４ 田 村 信 一 

〔任期：2012年8月1日～2016年3月31日、 

    2016年4月1日～2018年3月31日〕 

２号理事 

（副学長） 
５ 濱  保 久 

〔任期：2013年4月1日～2015年3月31日、 

    2015年4月1日～2017年3月31日〕 

３号理事 

（学部長） 

６ 田 中 耕 一 郎 〔任期：2016年4月１日～2018年3月31日〕 

７ 内 山  智 〔任期：2015年4月１日～2017年3月31日〕 

４号理事 

（校長） 

８ 浅 里 愼 也 
〔任期：2012年4月1日～2015年3月31日、 

    2015年4月1日～2018年3月31日〕 

９ 今 城 慰 作 〔任期：2016年4月1日～2019年3月31日〕 

10 安 河 内  敏 〔任期：2014年4月1日～2017年3月31日〕 

５号理事 

（同窓生） 

11 松 倉 千 春  

12 鈴木  美智子 〔任期：2015年1月1日～2017年3月31日〕 

６号理事 

（福音主義ｷﾘｽﾄ教会教師等） 
13 八 田 牧 人  

７号理事 

（評議員） 
14 塩 見 耕 一  

８号理事 

（学識経験者） 

15 髙 杉 純 二  

16 後 宮 敬 爾  

17 山 田  純  

18 高 橋  一  

監事 

1 峰 崎 直 樹  

2 小 華 和  坦  

 

理事・監事名簿 

任期〔2014年4月1日～2017年3月31日〕 
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（2016年4月1日現在） 

区  分 № 氏 名 備     考 

1号（学長） １ 田 村 信 一 
〔任期：2012年8月1日～2016年3月31日、 

    2016年4月1日～2018年3月31日〕 

2号（副学長） ２ 濱 保 久 
〔任期：2013年4月1日～2015年3月31日、 

    2015年4月1日～2017年3月31日〕 

3号 

（学部長） 

３ 田 中 耕 一 郎 〔任期：2016年4月１日～2018年3月31日〕 

４ 内 山  智 〔任期：2015年4月１日～2017年3月31日〕 

4号 

（学校長） 

５ 浅 里 愼 也 
〔任期：2012年4月1日～2015年3月31日、 

    2015年4月1日～2018年3月31日〕 

６ 今 城  慰 作 〔任期：2016年4月1日～2019年3月31日〕 

７ 安 河 内  敏 〔任期：2014年4月1日～2017年3月31日〕 

5号 

（学部長） 

８ 原 島 正 衛 
〔任期：2013年4月1日～2015年3月31日、 

    2015年4月1日～2017年3月31日〕 

９ 蓑 内  豊 〔任期：2016年4月1日～2018年3月31日〕 

6号 

（教職員） 

10 岩 本 一 郎  

11 大 原 昌 明  

12 樋 田 繁 治 郎  

13 佐 々 木 律 夫  

14 小 笠 原 稿 幸  

15 中 川  力  

16 浅 野  純  

17 佐 藤 大 志  

18 今 堀  浩  

19 塩 見 耕 一  

7号 

（同窓生） 

20 松 倉 千 春  

21 小 村 知 江 子  

22 鈴 木 美 智 子 〔任期：2015年1月1日～2017年3月31日〕 

23 村 上  勉  

24 馬 場  希 〔任期：2016年4月1日～2017年3月31日〕 

8号 

（福音主義ｷﾘｽﾄ

教会教師等） 

25 日 向 恭 司  

26 八 田 牧 人  

27 大 友 正 幸  

28 堤     隆  

  

評議員名簿 

任期〔2014年4月1日～2017年3月31日〕 
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区  分 № 氏 名 備     考 

９号 

（在学生父母） 

29 南  計 之 〔任期：2014年6月1日～2017年3月31日〕 

30 
相 川 千 雅 子 〔任期：2015年6月1日～2016年5月31日〕 

佐 野 潤 一 〔任期：2016年6月1日～2018年3月31日〕 

31 石 垣 弘 毅 
〔任期：2013年4月1日～2016年5月31日、 

    2016年6月1日～2019年3月31日〕 

32 
斉 藤 重 継 〔任期：2014年4月1日～2016年5月31日〕 

北 島 め ぐ み 〔任期：2016年6月1日～2017年3月31日〕 

33 
久米田留美子 〔任期：2015年6月1日～2016年5月31日〕 

岡 淵 正 勝 〔任期：2016年6月1日～2017年3月31日〕 

10号 

（学職経験者） 

34 熊  敏 彦  

35 久 世 そ ら ち  

36 北 川 健 一  

37 山 崎  巖  

38 向 谷 地 生 良  

39 木 島 嘉 子  

40 安 藤 路 子  

41 青 山  実  
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２．事業の計画概要 
 
（１）事業の計画概況 
 
本学校法人北星学園の2016年度における事業の運営方針概要は、以下のとおりである。 

 

 

2016年度 学園運営方針 

 

 

理事長 大山 綱夫     

 

 

はじめに 

2016 年度は北星学園創立 129 年に当たり、来年には創立 130 年という区切りの年を控えてい

ます。区切りはひとつの評価の時点です。現在の学園の姿は、組織やハードの面からすれば、サ

ラ・Ｃ・スミスや彼女を支援・継承した歴代の宣教師や教職員、また関係者の目には眩しく映る

かもしれません。しかし、その先輩たちが祈り願った平和を作り出す人の育成という面からはど

のように評価されるでしょうか。戦後 70 年に当たった昨年、政治・社会風潮の世界には歴史の

教訓を忘れたかのような動きがありました。そのなかで私どもは、一昨年来学園、特に大学に外

から加えられた嵐に対処してまいりましたが、学園内外の真剣な考えに支えられて乗り切ること

ができました。これもひとつの教訓として新しい年度、神に「良し」とされる学園作りを心掛け

たいと思います。 

さて、かねてより大きな懸案でありました余市高等学校の将来に関しては、学園は今年度、真

剣な決断の前に立たされております。ここ数年来学園は様々な検討を行い、昨秋それらに基づい

て学園案を開示しました。しかし、なお様々な意見・要望も寄せられており、制度・精神面での

継承の課題をも含めてしっかりと検討のうえ決断したいと思います。 

学園内各校の耐震・改修・改築は一昨年度中にほぼ完成しておりましたが、大谷地では、昨年

９月に新たにカバードウォークが開通し、10 月にはセンター棟がラーニング・コモンズとして

改修され開館しました。各校それぞれに整えられたキャンパスを十二分に活用し充実した教育の

ために邁進したいと思います。 

今年度の学園目標と年間聖句は、宗教主任会議を通して提案いただき、次のように定めました。 

  

学園目標： キリストに結ばれる学園 

年間聖句： 「わたしはぶどうの木、あなたがたはその枝である。人がわたしにつながっており、わたし

もその人につながっていれば、その人は豊かに実を結ぶ。わたしを離れては、あなた

がたは何もできないからである。」 

                      （ヨハネによる福音書 15章５節） 

 

学園は創立 130 年を来年に控え、その準備のための委員会を立ち上げ検討を開始します。学園

内外ともに様々な困難が予想される状況ですが、キリストにつながる枝として良い実を結ぶべく

召しだされた者として、祈りつつ歩んでまいりましょう。 
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１．「建学の精神」に基づく教育の現代化について 

  北星学園は、スミス先生の書かれた「学校の根本理念」のもと 129 年間の歴史を歩んでまい

りました。もちろん中学校から大学院に至るまでの学園内各校は、それぞれの学習ステージに

対応する教育目標を持ち、また変化する時代状況のなかで望ましい「現代化」を施し、ニーズ

に応えてきました。その「現代化」による実践は地域社会から高い評価を受けてきたばかりで

なく、卒業生は地域を越え、国内外で活躍しています。しかし、現在、少子高齢化やＩＴ技術

革新などに伴う社会・文化の状況は、従来型の「現代化」の手法では間に合わない様相を呈し

ています。教職員対生徒・学生間の知識・文化伝達の構造さえ揺らいでいます。 

  教育困難ともいえる時代ですが、スミス先生の「学校の根本理念」は学園の揺るがぬ指針で

あり、その確認をも願って、毎年夏には教職員を中心として理事も参加して学園研修会を開催

してきました。のみならず学園キリスト教センター主催の研究（修）会や、各校独自の諸研究

（修）会も行われてきました。すでに今年度の予定のなかに入っているものもあります。それ

ぞれの場で真剣な取り組みがなされ、望ましい「現代化」の実が結べるよう力を注ぎましょう。 

 

２．学園としてのより緊密な連携強化について 

  今年度もこれまでのように、夏期の学園教職員研修会、学園互助会クリスマスを実施し、学

園内各校のクリスマスツリーの点灯式を同一日に行います。 

また、昨年度から開催の学園内生徒・学生によるクリスマスジョイントコンサートを今年度

は早めに準備に取り掛かります。それによって、学園の生徒、学生、教職員、同窓会などと連

携をはかり、保護者、地域住民との交流を強めます。 

学園研修会については今年度も時宜を得たテーマを設定し、基調講演者として森孝一神戸女

学院理事長・院長を招へいします。午後のプログラムでは、学園の緊急課題の報告や発題等を

行うとともに、教職員の交流を深めます。 

学園内教育連携委員会では、昨年度より「学園内高校推薦入学者の個人情報開示」を実施し

ていますが、さらにこれを進路指導の検証や受験指導に有効に活用します。 

中等教育部門の教育充実費として 2009 年度から進められてきた政策予備費は、第２期の３

年計画が 2016 年度で終了するので、この間の同費の執行状況及び成果等を確認しつつ 2017 年

度以降のあり方について検討を進めることにします。 

昨年度、委員が余市高等学校の学校祭見学に出向いたように、教職員・生徒・学生が各校の

行事への参画を図ります。日常的な教育実践等の視察・見学会などを重視し、特に高校間の積

極的な交流を図ります。 

 

３．中等教育部門の今後のあり方について 

  中等教育部門のうち、「余市高等学校の今後のあり方」については、学園総合企画委員会が

2014 年３月に答申した内容に基づいて常任理事会及び理事会において鋭意検討を重ねて一定

の方向付けを行いました。今後は、この問題に関連する諸状況を勘案しつつ対応していくこと

にします。 

  女子中学高等学校及び大学附属高等学校においても、2010 年 11 月に学園総合企画委員会が

まとめた「魅力ある学校づくり」を基本として、その後の教育実践、生徒の募集状況及び財政

状況を連続的に点検し、課題を整理するとともに、今後の方向性を探ることとします。 

 

４．新給与体系ヘの取り組みについて 

  学園財政を長期的に安定させるためには、人件費の内容及び人件費比率等を含めた総合的な

検討が必要であり、そのためには給与体系の見直しが必須の課題となっています。 

  昨年度、学園人事制度検討委員会は、その課題に対する前段階として全教職員を対象とした

「アンケート調査」を実施しました。また、引き続いて給与体系の見直しに着手しましたので、

今年度はその新体系づくりに取り組みます。 
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５．財政健全化への取り組みについて     

  学園の財政は、特に中等教育部門において脆弱であり、入学定員（収容定員）を充足しても

収支の均衡を図ることは難しい状況にあります。したがって、学園全体の財務構造の転換を図

ることが大きな課題です。 

 2016 年度においては、既に策定されている女子中学高等学校及び大学附属高等学校の「長

期財政計画」及び大学・短期大学部門における「経常費補助金と学生の定員管理との関係」並

びに「新給与体系における人件費比率見通し」などを総合的に分析しつつ、学園全体の中・長

期の財政計画の策定を進めます。 

 

６．北星学園キリスト教センターの運営について 

学園は 2012 年度にキリスト教センターを開設し５年目を迎えます。これを機にセンターが

『北星学園所蔵資料目録』を発行しましたが、引き続き学園内外の資料の収集、整理、保存に

務めます。 

今年度は新たなスタッフの着任によって、懸案のキリスト教教育の前進を図ります。具体的

には、大学チャペルタイムや各校の礼拝への援助、その他学園、各校のキリスト教行事の参画

にあたります。併せて、これまでどおり、センター報『北星教育』（第８号）、年報『北星教育

と現代』（第５号）を発行し、教育実践の講演や検討会、学園史を学ぶ会など、計２回の研究

会を催します。 

３月末には「学園内推薦入学者の集い」を主催して、大学における諸活動の担い手づくりを

目指します。来る 2017 年度には学園 130 周年を迎えますが、その行事の一つとして記念誌の

発行を予定しています。目下、編集委員会がその作業に取り組んでいますが、今年度中に執筆

作業を終える予定です。センターはその編集にあたって資料の提供など、側面からの援助いた

します。 

総じてセンターの営みが学園の「建学の精神」を具体化し、研究と実践の発展に役立つこと

を目標としておりますが、そのために、宗教主任会議と連携しながら、センター運営委員会が

中心となって学園内の課題を掘り起し、その解決に取り組みます。 

今年度からは大学のＣ館に、新しいセンターや室が設けられますが、さらにより良い事務体

制を整えて活動を展開します。 

 

７．事務組織改編に伴う点検等について 

懸案であった事務組織の改編は、特に法人と大学・短期大学部門について 2016 年度から実

施することになりました。この改編は、昨今の学校法人の運営及び大学・短大の教育研究展開

に伴う事務局の役割の変化に対応できる組織への転換と人員の再配置を主たる目的としていま

す。 

改編後の新事務組織については、期待される業務展開の進捗状況と職員の業務分担の適正化

を検証していきます。 

以 上 
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（２）事業の総括概況 
 

本学校法人北星学園の2016年度における事業の運営総括概要は、以下のとおりである。 

 

 

2016年度 学園運営総括 

 

 

理事長 大山 綱夫     

 

 

はじめに 

 2016 年度を歩み出すにあたって北星学園は、学園目標を「キリストに結ばれる学園」とし、

年間聖句を「わたしはぶどうの木、あなたがたはその枝である。人がわたしにつながっており、

わたしもその人につながっていれば、その人は豊かに実を結ぶ。わたしを離れては、あなたがた

は何もできないからである。」（ヨハネによる福音書 15 章 5 節）と定めました。学園目標も年間

聖句も本学園の成立・存在の根拠と、そこに属する者、とりわけ働く者が意識すべき恵みと責務

とを、指し示すものでありました。ややもすれば営為の完壁を目指すあまり、それに先立つ立脚

点の確認を怠ることのないように、具体的には事に当たっては必ず、学園の建学の精神に立ち返

ることを訴えるものでありました。そのことを胸に、神に「良し」とされる学園作りが出来るよ

うにと歩んでまいりました。 

 2015 年度より持ち越された課題のうち、最も緊急の対応を求められたのは、2008 年 12 月策定

の「北星学園教育の将来構想」以来の懸案であった余市高等学校の将来に関わるものでした。学

園理事会は、学園内外の様々な議論や要望等も踏まえ、5 月 26 日、7 月 7 日、及び 9 月 7 日と 3

回にわたり慎重に審議を行いました。その審議は、存続を困難ならしめる社会的諸状況のなかで

も託された使命を継承する可能性の有無、あるいは新たな決断の必要性等、厳しい検討をともな

うものでありました。学園は、そこでなされた決定に基づき祈りをもって力を尽くします。 

 2016 年は、翌 2017 年度に予定される創立 130 周年記念事業の準備を進めた年でもありました。

すでに 2014 年秋には、130 周年記念誌編集委員会が発足しその作業に取り掛かっていましたが、

学園では 2016 年 4 月 26 日の常任理事会で「北星学園創立 130 周年記念実行委員会」の設置を決

定し、記念事業全般の企画・調整・実施にあたることとなりました。企画のいくつかは、すでに

調整・準備の段階に入り、2017年度へ引き継がれることになっています。 

 以下 7項目は 2016年度の学園運営方針・計画に対応するものです。 

 

１．「建学の精神」に基づく教育の現代化について 

  スミス先生が書かれた「学校の根本理念」は、歴代の後継者たちが大事に引き継ぎ、いまも

学園全体の教育実践を支える根本理念です。そこに書かれたことばの背景には、彼女が目にし

た 19 世紀後半の日本の女子教育の姿があったでしょう。しかし、彼女のことばには時代を越

える内実と訴えがあります。そのゆえに後継者たちはそれぞれが置かれた時代状況のなかで、

その時代のニーズに応えて、スミス先生の目指したものを「現代化」しようと努めてきました。

21 世紀に入って以来、顕在化し、教育の現場が突きつけられている重い課題のひとつは、い

ま AI ということばに象徴されている、IT 技術の革新に伴う社会・文化状況の変化に曝されて

いる世代への知識・文化の伝達のあり方でしょう。本学園内でも、さまざまな努力が聞かれま

すが、その一端は学園内諸刊行物で窺うことができます。本学園の特色である、中学校・高等

学校に対する「政策予備費」も、より良い「現代化」援助の一助となればと願っています。 
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  なお年度末に刊行された『北星教育と現代』第 5 号には、学園ならではの「現代化」の実践

例が詳しく報告されています。また巻頭の「特集 北星学園余市高等学校」には、2 編の論考

が寄せられました。その 1 編は従来の議論にはなかった観点からの問題提起を含んだものであ

り、対論としての受け止めと今後の議論の展開を願っています。 

 

２．学園としてのより緊密な連携強化について 

  この年度、主な学園内での行事は夏期の学園教職員研修会、クリスマスツリーの点灯式、学

園互助会クリスマスで例年通りに行われました。点灯式を 12 月 1 日に一斉に実施するのは難

しく、各校別々の日程で行われました。また互助会クリスマスのあり方も工夫が必要であると

の意見も出ています。 

学園研修会は 1 日を通して、教員と事務・用務職員が合同で開催されました。主題は「みん

なで考える各校のアピールポイント―学園内の各校について相互理解を深めるために―」で、

基調講演は森孝一神戸女学院理事長・院長で、道徳の教科化等、今日の教育問題が話され参考

になったこと、各校からの質問に回答する校長、学長の報告会も毎年実施して欲しいなどの意

見が出されました。また、新しい試みとして分散会を取り入れ、小グル－プでの交流によって

積極的な参加ができたことなどが好評でした。しかし、討論のテ－マや実施方法など、さらに

周到な準備が必要とされています。 

学園教育連携委員会では、「学園内高校推薦入学者の個人情報開示」を実施して 3 年目とな

り、所期の目的に照らして進路指導等に有効活用の有無を吟味する必要があります。一方、大

学からの「高校向け指定推薦図書」の一覧や学園内各校間での参加や見学可能な授業や行事に

ついて提示していますが、その利用・実施状況の把握が必要です。 

中学高校に配分されている政策予備費は 2016 年度から上限が 20,000 千円になりましたが、

最終的な実施状況は総計 13,692 千円でした。今後は、各校均等配分ではなく、必要な教育政

策を勘案しての支出も検討課題です。各校のイベントには各自で参加しましたが、共同での実

施は「北星文化展」のみでした。出展作品の各校片寄よりもあり、今後の実施については新た

な方針や取組みが必要です。 

 

３．中等教育部門の今後のあり方について 

  学園総合企画委員会において、2010 年 11 月にまとめた「魅力ある学校づくり」に対応する

各学校の取組状況及び取組計画を確認しました。次年度以降は、それらの取組みが実効あるも

のとなるよう学園として点検・支援していくこととなります。 

 「余市高校の今後のあり方」については、「余市高校維持の 3 条件（1 年次生の入学者数、

教職員数及び収支差額超過額）」を昨年 9 月の理事会で決定しました。その後、この 3 条件を

満たすための取組みを進める中で、北星余市高校存続を願う請願署名をしていただいた方々に

対し、お礼と理事会決定内容の報告を目的とした文書を郵送しました。この郵送した文書につ

いて、その内容の不十分さ、あるいは個人情報に関する指摘などを受ける結果となりました。

今後このようなことが起こらないように留意してまいります。 

  

４．新給与体系ヘの取組みについて 

  学園財政を長期安定させるためには、人件費比率の改善が課題であり、そのための新たな給

与体系の策定と移行が必要となります。具体的には、学園人事制度検討委員会を中心に取組ん

でおり、一昨年度のアンケート調査（①職場環境、②給与、③学園）に引続き、外部委託によ

る給与体系に関わる諸問題の整理と新給与表案づくりを進めました。今後は、3 月末に確認し

た「新給与体系の策定に係るロードマップ」に従い、新体系具体化のための課題等の継続的整

理と移行措置の具体案策定等に取組みます。 
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５．財政健全化への取組みについて     

  前年度策定した「中期財政試算」を基に、「各学校の入学者数と人件費の将来見通し」など

の分析を進めてきました。 

 

学園の財政健全化には、学園全体の財務構造の転換を図ることが課題であり、特に人件費及

び人件費比率が重要となることから、学園人事制度検討委員会との連携した取組みが求められ

ます。 

次年度は、社会情勢などを含む総合的な分析をさらに進め、学園全体の中・長期の財政計画

の策定に取組みます。 

 

６．北星学園キリスト教センターの運営について 

宗教主任会議と連携して、キリスト教センター運営委員会を中心に学園内のキリスト教教育

の課題に取組んできました。2 名の専門スタッフを配置し、センターを開設してから 5 年目を

迎えました。その終了時に『所蔵資料目録』を発行しましたが、引き続き日常的に学園内外の

資料の収集、整理、保存に務めました。大学のＣ館に新しくセンター室を設けるなど、これま

での執務環境に加えてより良い活動を展開してきています。 

今年度、新しいスタッフの着任によって、大学のチャプレン業務の援助、その他学園や各校

のキリスト教行事の参画にあたり、懸案のキリスト教教育を一歩進めることができたと言えま

す。年一回のセンター報『北星教育』（8 号）、年報『北星教育と現代』（第 5 号）を発行し、6

月には牧師との交流会、11 月には教育実践の講演会を実施して学園のキリスト教教育の発展

に努めました。 

3 回目を迎えた「学園内推薦入学者の集い」を 3 月末に実施しました。礼拝のあと、グルー

プごとに大学内の施設を周り、教職員や学生を訪問し問答する新たな取組みがなされました。

ユニークで積極的な参加の形を生かしつつ、今後は目的に沿った内容の検討や参加人数対策と

して実施時期の配慮が必要です。 

2017 年の学園 130 周年に向けて記念誌『サラ・スミスと女性宣教師―北星学園を築いた

人々―』の編集作業が大詰めに来ておりますが、当センターのスタッフの援助もあって概ね順

調に進められてきました。 

 

７．事務組織改編に伴う点検等について 

事務局の役割は、昨今の学校法人運営及び大学・短大の教育研究展開に伴って大きく変化し

てきています。これらの変化に対応できる組織への転換と人員の再配置を主たる目的として、

2016年度に事務組織の改編を実施しました。 

改編後の新事務組織について、事務管理職による「新事務組織体制及び職員配置数の点検」

を行ったので、その点検結果を基に、期待される業務展開と職員の業務分担の適正化に取組ん

でいきます。 

以 上 
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３．財務の概要 
 

（１）学校法人会計について 

   学校法人が作成する計算書類は、資金収支計算書及びこれに基づき作成する活動区分

資金収支計算書、事業活動収支計算書、貸借対照表とそれぞれについて定められた内訳

表や附属明細表である。また、私立学校法の定めにより財産目録と事業報告書を作成す

る。 

  

資金収支計算の目的は、学校法人が行う当該会計年度の諸活動に対応するすべての収

入及び支出の内容並びに当該会計年度における支払資金(現金といつでも引き出すこと

のできる預貯金のこと)のてん末を明らかにすることである。 

 

事業活動収支計算の目的は次の２点である。 

① 校法人が行う当該会計年度の次に掲げる活動に対応する事業活動収入及び事業活

動支出の内容を明らかにすること。 

    ⅰ.教育活動 ⅱ.教育活動以外の経常的な活動 ⅲ.ⅰとⅱ以外の活動 

②当該年度に組入れる基本金の額を控除した、当該会計年度の諸活動に対する事業活

動収入及び事業活動支出の均衡の状態を明らかにすること。 

 

事業活動収入は、当該会計年度の学校法人の負債とならない収入を計上し、借入金の

ような学校法人の負債となる収入は含まれない収入である。 

事業活動支出は、当該会計年度において消費する資産の取得価額及び当該会計年度に

おける用役の対価に基づいて計上し、運営に必要な消耗品等の各種経費や給与等の資金

支出を伴う費用と、非資金支出である減価償却費や退職給与引当金繰入額等を含む支出

である。 

 

基本金とは、学校法人がその諸活動に基づき必要な資産を継続的に保持するために維

持すべきものとして、その事業活動収入のうちから組入れた金額のことである。 

 

事業活動収入から事業活動支出を差し引いた額を基本金組入前収支差額といい、短期

的な収支の均衡を表す。基本金組入前収支差額から基本金組入額を控除した額を当年度

収支差額といい、これと基本金取崩額を累計した翌年度繰越収支差額により長期的な収

支の均衡を表す。 

 

貸借対照表は、年度末における財政状態を表すものである。資産の部、負債の部、純

資産の部からなり、負債の部と純資産の部は資金の調達源泉を表し、資産の部は調達し

た資金をどのように保有しているかを表す。資産の部の合計金額は、負債の部と純資産

の部の合計金額と一致する。また、学校法人の資産の評価は、原則として取得価額をも

ってすることと定められている。 



 

〔１〕資　　産 29,417,924,349 円
　（１）基　本　財　産 16,974,066,679 円

　　　1　土　地 302,525.00 ㎡ 1,604,474,717 円

　　　（ⅰ）大谷地校地 113,717.00 ㎡ 338,617,595 円

　　　（ⅱ）南４条校地 22,289.00 ㎡ 805,924,657 円

　　　（ⅲ）盤渓校地 66,054.00 ㎡ 5,007,081 円

　　　（ⅳ）下野幌校地 50,122.00 ㎡ 427,790,624 円

　　　（ⅴ）余市校地 50,343.00 ㎡ 27,134,760 円

　　　2　建　物 99,182.87 ㎡ 11,099,342,935 円

　　　（ⅰ）校　舎 65,790.51 ㎡ 7,785,479,229 円

　　　（ⅱ）図書館 6,239.42 ㎡ 682,469,372 円

　　　（ⅲ）体育館・講堂 15,763.98 ㎡ 1,618,746,200 円

　　　（ⅳ）寄宿舎 1,359.10 ㎡ 118,414,235 円

　　　（ⅴ）その他 10,029.86 ㎡ 894,233,899 円

　　　3　構　築　物 437 点 549,167,294 円

　　　4　図　書 562,863 冊 2,458,453,991 円

　　　5　教具・校具及び備品 4,212 点 816,405,971 円

　　　（ⅰ）教具・校具 3,888 点 762,984,762 円

　　　（ⅱ）その他の備品 324 点 53,421,209 円

　　　6　ソフトウェア 54 点 57,420,724 円

　　　7　積立金 388,801,047 円

　（２）運　用　財　産 12,443,857,670 円

　　　1　預金、現金 709,386,590 円

　　　（ⅰ）現　金 1,408,962 円

　　　（ⅱ）普通預金 657,578,052 円

　　　（ⅲ）定期預金 50,000,000 円

　　　（ⅳ）振替預金 399,576 円

　　　2　積立金 10,873,636,000 円

　　　3　有価証券 545,106,953 円

　　　4　差入保証金 282,000 円

　　　5　不動産 13,938,751 円

　　　（ⅰ）土　地 102,510.71 ㎡ 10,706,290 円

　　　（ⅱ）構築物 11 点 3,232,461 円

　　　6　車　輌 3 点 705,991 円

　　　7　未収入金 73 口 244,295,621 円

　　　8　貸付金 108 口 35,046,797 円

　　　9　電話加入権 85 口 4,788,630 円

　　 10  出資金 1 口 300,000 円

 　　11　仮払金 13 口 333,759 円

 　　12　前払金 35 口 16,036,578 円

〔２〕　負　　債 5,937,663,390 円
　（１）固　定　負　債 4,173,231,495 円

　　　1　長期借入金 26 口 2,615,660,000 円

　　　（ⅰ）日本私立学校振興･共済事業団 3 口 1,430,880,000 円

　　　（ⅱ）北海道私学振興基金協会 23 口 1,184,780,000 円

　　　2　退職給与引当金 1 口 1,557,571,495 円

　（２）流　動　負　債 1,764,431,895 円

　　　1　短期借入金 26 口 323,950,000 円

　　　2　未　払　金 594 口 384,127,293 円

　　　3　前　受　金 4,394 口 910,470,600 円

　　　4　預　り　金 6,806 口 145,884,002 円

〔３〕　正　味　財　産　　〔１〕－〔２〕 23,480,260,959 円

 （２）財産目録
科    目 ( ２０１６ 年 度 末 )  

‐21‐



 

 （単位：円）

資　産　の　部　

科　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減

固定資産 27,916,531,732 27,743,820,402 172,711,330

　有形固定資産 16,542,489,650 16,876,244,207 △333,754,557

　　　土地 1,615,181,007 1,615,181,007 0

　　　建物 11,099,342,935 11,395,046,072 △295,703,137

　　　構築物 552,399,755 535,359,497 17,040,258

　　　教育研究用機器備品 762,984,762 881,821,706 △118,836,944

　　　管理用機器備品 53,421,209 55,529,617 △2,108,408

　　　図書　　　　　　　　　 2,458,453,991 2,391,520,692 66,933,299

　　　車輌 705,991 1,785,616 △1,079,625

　特定資産 11,262,437,047 10,741,893,047 520,544,000

　　　第３号基本金引当特定資産 388,801,047 388,257,047 544,000

　　　退職給与引当特定資産 810,000,000 807,000,000 3,000,000

　　　減価償却引当特定資産 9,664,000,000 9,147,000,000 517,000,000

　　　大学奨学金引当特定資産　 399,636,000 399,636,000 0

　その他の固定資産 111,605,035 125,683,148 △14,078,113

　　　電話加入権 4,788,630 4,788,630 0

　　　ソフトウエア 57,420,724 67,169,934 △9,749,210

　　　有価証券 30,803,953 31,347,953 △544,000

　　　差入保証金 282,000 282,000 0

　　　出資金 300,000 300,000 0

　　　長期貸付金 14,729,728 18,600,231 △3,870,503

　　　長期前払金 3,280,000 3,194,400 85,600

流動資産 1,501,392,617 1,665,028,845 △163,636,228

　　　現金預金 709,386,590 1,448,154,270 △738,767,680

　　　未収入金 244,295,621 176,264,342 68,031,279

　　　短期貸付金 20,317,069 25,829,082 △5,512,013

　　　有価証券 514,303,000 0 514,303,000

　　　前払金 12,756,578 10,342,208 2,414,370

　　　仮払金　 333,759 4,438,943 △4,105,184

資産の部合計 29,417,924,349 29,408,849,247 9,075,102

負　債　の　部

科　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減

固定負債 4,173,231,495 4,313,265,700 △140,034,205

　　　長期借入金 2,615,660,000 2,759,610,000 △143,950,000

　　　退職給与引当金 1,557,571,495 1,553,655,700 3,915,795

流動負債 1,764,431,895 1,706,790,655 57,641,240

　　　短期借入金 323,950,000 312,210,000 11,740,000

　　　未払金 384,127,293 327,528,436 56,598,857

　　　前受金 910,470,600 920,875,700 △10,405,100

　　預り金 145,884,002 146,176,519 △292,517

負債の部合計 5,937,663,390 6,020,056,355 △82,392,965

（３）貸借対照表

平成29年3月31日
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 純　資　産　の　部

科　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減

基本金 25,624,891,406 25,298,329,086 326,562,320

　　　第１号基本金 24,729,090,359 24,388,072,039 341,018,320

　　　第３号基本金 388,801,047 388,257,047 544,000

　　　第４号基本金 507,000,000 522,000,000 △15,000,000

繰越収支差額 △2,144,630,447 △1,909,536,194 △235,094,253

　　　翌年度繰越収支差額 △2,144,630,447 △1,909,536,194 △235,094,253

純資産の部合計 23,480,260,959 23,388,792,892 91,468,067

負債及び純資産の部合計 29,417,924,349 29,408,849,247 9,075,102

注　記　1．重要な会計方針

　　　　　　（1）引当金の計上基準

　　　　　　　　①徴収不能引当金

　　　　　　　　　　　金銭債権の徴収不能に備えるため、一般債権については徴収不能実績率等により、徴収不能

　　　　　　　　　　懸念債権については個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

　　　　　　　　②退職給与引当金

　　　　　　　　　　　大学及び短大等の教職員に係る退職給与引当金については、期末要支給額1,899,376,054円

　　　　　　　　　　の100％を基にして、公益財団法人私立大学退職金財団に対する掛金の累計額と交付金の累計

　　　　　　　　　　額との繰入れ調整額を加減した金額を計上している。

　　　　　　　　　　　また、高等学校以下の教員に係る退職給与引当金については、期末要支給額845,474,287円

　　　　　　　　　　から公益社団法人北海道私学退職金社団からの交付金相当額を控除した金額の100％を計上し

　　　　　　　　　　ている。

　　　　　　（2）その他の重要な会計方針

　　　　　　　　①有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法である。

　　　　　　　　②預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　　　　　　　　　　　預り金及び仮払金に係る収入と支出は相殺して表示している。

　　　　　　　　③食堂その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

　　　　　　　　　　　補助活動に係る収支は総額で表示している。

　　　　　2．重要な会計方針の変更等

　　　　　　　　該当なし

　　　　　3．減価償却額の累計額の合計額 9,665,171,510円

　　　　　4．徴収不能引当金の合計額 5,191,800円

　　　　　5．担保に供されている資産の種類及び額

　　　　　　  担保に供されている資産の種類及び額は次のとおりである。

土　　地 1,099,654,784円

建　　物 7,453,670,048円

　　　　　6．翌会計年度以後の会計年度に於て基本金への組入れを行うこととなる金額

1,539,992,940円

　　　　　7．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

              第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。
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8. その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項
（1）有価証券の時価情報
 ①総括表

時価が貸借対照表 第３号基本金引当特定資産
計上額を超えるもの 退職給与引当特定資産

減価償却引当特定資産
大学奨学金引当特定資産
有価証券（固定資産）

小　　計
（うち満期保有目的の債券）
時価が貸借対照表 退職給与引当特定資産
計上額を超えないもの 減価償却引当特定資産
小　　計
（うち満期保有目的の債券）
時価のある有価証券計 第３号基本金引当特定資産

退職給与引当特定資産
減価償却引当特定資産
大学奨学金引当特定資産
有価証券（固定資産）

時価のある有価証券合計
（うち満期保有目的の債券）
有価証券計 第３号基本金引当特定資産

退職給与引当特定資産
減価償却引当特定資産
大学奨学金引当特定資産
有価証券（固定資産）

 ②明細表 （単位：円）

債券 第３号基本金引当特定資産
退職給与引当特定資産
減価償却引当特定資産
大学奨学金引当特定資産
有価証券（固定資産）

株式 －
投資信託 －
貸付信託 －
その他 －
合計 第３号基本金引当特定資産

退職給与引当特定資産
減価償却引当特定資産
大学奨学金引当特定資産
有価証券（固定資産）

（2）学校法人間の財務取引
　　学校法人間取引の内容は、次のとおりである。

（単位：円）

43,000,000 46,866,460 3,866,460 

種　　目 勘定科目
当年度（平成29年3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　　　　価 差　　　　　　額

7,445,703,000 8,350,367,588 904,664,588 

388,801,047 475,330,914 86,529,867 

8,307,944,000 9,343,244,200 1,035,300,200 

399,636,000 431,572,952 31,936,952 
30,803,953 39,106,286 8,302,333 

1,932,600,000 1,826,523,720 △106,076,280 

( 0) ( 0) ( 0)
767,000,000 719,119,280 △47,880,720 

2,699,600,000 2,545,643,000 △153,957,000 
( 0) ( 0) ( 0)

810,000,000 765,985,740 △44,014,260 
9,378,303,000 10,176,891,308 798,588,308 

388,801,047 475,330,914 86,529,867 

11,007,544,000 11,888,887,200 881,343,200 

399,636,000 431,572,952 31,936,952 
30,803,953 39,106,286 8,302,333 

( 0) ( 0) ( 0)
388,801,047 
810,000,000 

種　　目 勘定科目
当年度（平成29年3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　　　　価 差　　　　　　額

9,378,303,000 
399,636,000 
30,803,953 

合　　計 11,007,544,000 

810,000,000 765,985,740 △44,014,260 
9,378,303,000 10,176,891,308 798,588,308 

388,801,047 475,330,914 86,529,867 

－ － －

399,636,000 431,572,952 31,936,952 
30,803,953 39,106,286 8,302,333 

－ － －

－ － －
－ － －

9,378,303,000 10,176,891,308 798,588,308 
399,636,000 431,572,952 31,936,952 

388,801,047 475,330,914 86,529,867 
810,000,000 765,985,740 △44,014,260 

学校法人名

学校法人　熊本学園

30,803,953 39,106,286 8,302,333 

（単位：円）
住所 取引金額 勘定科目 期末残高　 関連当事者

熊本県
熊本市

寄付

取引の内容

515,000 雑費 0 なし
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（単位：円）
収　入　の　部

科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

学生生徒等納付金収入 5,163,539,000 5,164,431,350 △892,350

　授業料収入 4,066,231,000 4,072,565,000 △6,334,000

　入学金収入 409,576,000 411,416,000 △1,840,000

　実験実習料収入 17,542,000 17,440,000 102,000

　施設設備資金収入 7,804,000 7,174,050 629,950

　学生生徒諸料収入 662,386,000 655,836,300 6,549,700

手数料収入 117,959,000 118,738,084 △779,084

　入学検定料収入 110,515,000 111,619,000 △1,104,000

　試験料収入 31,000 39,500 △8,500

　証明手数料収入 2,412,000 2,246,604 165,396

　大学入試センター試験実施手数料収入 4,779,000 4,592,980 186,020

　その他の手数料収入 222,000 240,000 △18,000

寄付金収入 91,978,000 95,068,231 △3,090,231

　特別寄付金収入 43,632,000 46,351,974 △2,719,974

　一般寄付金収入 48,346,000 48,716,257 △370,257

補助金収入 1,090,199,000 1,146,635,955 △56,436,955

　国庫補助金収入 368,149,000 421,637,000 △53,488,000

　地方公共団体補助金収入 722,050,000 724,998,955 △2,948,955

資産売却収入 1,100,000 1,743,920 △643,920

　設備売却収入 0 99,920 △99,920

　有価証券売却収入 1,100,000 1,644,000 △544,000

付随事業・収益事業収入 59,157,000 60,386,000 △1,229,000

　補助活動収入 57,491,000 58,720,000 △1,229,000

　受託事業収入 1,000,000 1,000,000 0

　免許状更新講習料収入 666,000 666,000 0

受取利息・配当金収入 237,085,000 240,135,737 △3,050,737

　第３号基本金引当特定資産運用収入 8,312,000 8,313,550 △1,550

　その他の受取利息・配当金収入 228,773,000 231,822,187 △3,049,187

雑収入 263,550,000 297,312,626 △33,762,626

　施設設備利用料収入 9,419,000 10,996,027 △1,577,027

　廃品売却収入 0 8,797 △8,797

　印刷複写収入 957,000 1,245,468 △288,468

　私大退職金財団交付金収入 126,808,000 158,265,450 △31,457,450

　私学退職金社団交付金収入 74,228,000 71,431,200 2,796,800

　その他の雑収入 52,061,000 55,059,842 △2,998,842

　過年度修正収入 77,000 305,842 △228,842

借入金等収入 270,000,000 270,000,000 0

　長期借入金収入 180,000,000 180,000,000 0

　短期借入金収入 90,000,000 90,000,000 0

前受金収入 897,205,000 910,470,600 △13,265,600

　授業料前受金収入 430,045,000 444,202,500 △14,157,500

　入学金前受金収入 383,670,000 378,020,000 5,650,000

　学生生徒諸料前受金収入 79,190,000 83,342,500 △4,152,500

　入寮費前受金収入 800,000 1,050,000 △250,000

　その他の前受金収入 3,500,000 3,855,600 △355,600

（４）資金収支計算書

平成28年4月 1日から
平成29年3月31日まで
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 科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

その他の収入 192,552,000 1,662,862,036 △1,470,310,036

　退職給与引当特定資産取崩収入 0 64,000,000 △64,000,000

　減価償却引当特定資産取崩収入 0 1,401,297,000 △1,401,297,000

　前期末未収入金収入 176,264,000 176,029,342 234,658
　貸付金回収収入 16,288,000 17,728,016 △1,440,016
　仮払金回収収入 0 3,807,678 △3,807,678

資金収入調整勘定 △1,137,739,000 △1,170,243,621 32,504,621

　期末未収入金 △216,864,000 △249,367,921 32,503,921

　前期末前受金 △920,875,000 △920,875,700 700

前年度繰越支払資金 1,448,154,270 1,448,154,270

収　入　の　部　合　計 8,694,739,270 10,245,695,188 △1,550,955,918

支　出　の　部

科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

人件費支出 4,541,258,000 4,589,674,037 △48,416,037

　教員人件費支出 3,065,910,000 3,071,155,478 △5,245,478

　職員人件費支出 1,170,695,000 1,168,859,598 1,835,402

　役員報酬支出 27,257,000 27,107,868 149,132

　退職金支出 277,396,000 322,551,093 △45,155,093

教育研究経費支出 1,363,415,000 1,327,008,782 36,406,218

　消耗品費支出 78,285,000 67,198,983 11,086,017

　旅費交通費支出 136,611,000 123,568,564 13,042,436

　通信運搬費支出 17,975,000 18,755,176 △780,176

　印刷製本費支出 62,943,000 57,131,486 5,811,514

　雑誌資料費支出 94,317,000 93,517,181 799,819

　会議・渉外費支出 13,197,000 10,904,811 2,292,189

　委託報酬手数料支出 422,295,000 412,986,352 9,308,648

　奨学費支出 164,949,000 164,578,784 370,216

　福利費支出 694,000 598,227 95,773

　諸会費支出 7,320,000 6,819,101 500,899

　課外活動援助費支出 17,180,000 15,484,755 1,695,245

　光熱水費支出 155,014,000 159,124,904 △4,110,904

　修繕費支出 135,645,000 137,711,571 △2,066,571

　損害保険料支出 12,695,000 12,238,357 456,643

　広告費支出 3,484,000 2,930,202 553,798

　賃借料支出 33,672,000 33,565,974 106,026

　資産除去費支出 6,573,000 9,856,478 △3,283,478

　公租公課支出 24,000 21,800 2,200

　雑費支出 542,000 16,076 525,924

管理経費支出 498,213,000 482,186,728 16,026,272

　消耗品費支出 14,542,000 10,404,356 4,137,644

　旅費交通費支出 31,462,000 29,428,672 2,033,328

　通信運搬費支出 22,442,000 19,573,245 2,868,755

　印刷製本費支出 90,221,000 85,228,548 4,992,452

　雑誌資料費支出 1,965,000 1,239,691 725,309

　会議・渉外費支出 22,445,000 18,278,582 4,166,418

　委託報酬手数料支出 94,264,000 95,336,119 △1,072,119

　広告費支出 113,016,000 111,054,436 1,961,564

　福利費支出 9,703,000 10,545,452 △842,452

　諸会費支出 10,992,000 10,894,724 97,276

　補助活動支出 47,614,000 46,361,442 1,252,558

　光熱水費支出 16,031,000 16,176,017 △145,017
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 科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

　修繕費支出 8,253,000 6,710,644 1,542,356

　損害保険料支出 1,026,000 1,044,037 △18,037

　公租公課支出 5,605,000 7,996,400 △2,391,400

　賃借料支出 4,103,000 3,635,220 467,780

　資産除去費支出 407,000 348,575 58,425

　私立大学等経常費補助金返還金支出 30,000 890,000 △860,000

　雑費支出 3,452,000 6,190,005 △2,738,005

　過年度修正支出 640,000 850,563 △210,563

借入金等利息支出 2,790,000 2,788,169 1,831

　借入金利息支出 2,790,000 2,788,169 1,831

借入金等返済支出 402,210,000 402,210,000 0

　借入金返済支出 402,210,000 402,210,000 0

施設関係支出 154,429,000 148,173,207 6,255,793

　建物支出 102,981,000 93,104,865 9,876,135

　構築物支出 51,448,000 55,068,342 △3,620,342

設備関係支出 132,948,000 129,093,359 3,854,641

　教育研究用機器備品支出 40,689,000 47,723,681 △7,034,681

　管理用機器備品支出 7,313,000 5,977,633 1,335,367

　図書支出 67,740,000 64,276,889 3,463,111

　ソフトウエア支出 17,206,000 11,115,156 6,090,844

資産運用支出 550,534,000 2,500,144,000 △1,949,610,000

　有価証券購入支出 0 514,303,000 △514,303,000

　第３号基本金引当特定資産繰入支出 534,000 544,000 △10,000

　退職給与引当特定資産繰入支出 4,000,000 67,000,000 △63,000,000

　減価償却引当特定資産繰入支出 546,000,000 1,918,297,000 △1,372,297,000

その他の支出 363,526,000 349,510,806 14,015,194

　貸付金支払支出 17,000,000 8,840,000 8,160,000

　前期末未払金支払支出 327,531,000 327,526,034 4,966

　預り金支払支出 0 292,187 △292,187

　前払金支払支出 18,995,000 12,852,585 6,142,415
(        0)

12,000,000 12,000,000
資金支出調整勘定 △354,381,000 △394,480,490 40,099,490

　期末未払金 △341,011,000 △384,127,293 43,116,293

　前期末前払金 △13,370,000 △10,353,197 △3,016,803

翌年度繰越支払資金 1,027,797,270 709,386,590 318,410,680

支　出　の　部　合　計 8,694,739,270 10,245,695,188 △1,550,955,918

〔予　備　費〕
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（単位：円）

金　　　　額

学生生徒等納付金収入 5,164,431,350

手数料収入 118,738,084

特別寄付金収入 35,506,726

一般寄付金収入 48,716,257

経常費等補助金収入 1,130,744,955

付随事業収入 60,386,000

雑収入 297,006,784

教育活動資金収入計 6,855,530,156

人件費支出 4,589,674,037

教育研究経費支出 1,327,008,782

管理経費支出 481,336,165

教育活動資金支出計 6,398,018,984

差引 457,511,172

調整勘定等 △ 20,544,565

教育活動資金収支差額 436,966,607

金　　　　額

施設設備寄付金収入 10,845,248

施設設備補助金収入 15,891,000

施設設備売却収入 99,920

減価償却引当特定資産取崩収入 1,401,297,000

施設整備等活動資金収入計 1,428,133,168

施設関係支出 148,173,207

設備関係支出 129,093,359

減価償却引当特定資産繰入支出 1,918,297,000

施設整備等活動資金支出計 2,195,563,566

差引 △ 767,430,398

調整勘定等 △ 9,097,243

施設整備等活動資金収支差額 △ 776,527,641

　小計（教育活動資金収支差額+施設整備等活動資金収支差額） △ 339,561,034

（５）活動区分資金収支計算書

平成28年4月 1日から
平成29年3月31日まで
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入
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出

収
入

支
出
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金　　　　額

借入金等収入 270,000,000

有価証券売却収入 1,644,000

退職給与引当特定資産取崩収入 64,000,000

貸付金回収収入 17,728,016

仮払金回収収入 3,807,678

　小計 357,179,694

受取利息・配当金収入 240,135,737

過年度修正収入 305,842

その他の活動資金収入計 597,621,273

借入金等返済支出 402,210,000

有価証券購入支出 514,303,000

第３号基本金引当特定資産繰入支出 544,000

退職給与引当特定資産繰入支出 67,000,000

貸付金支払支出 8,840,000

預り金支払支出 292,187

　小計 993,189,187

借入金等利息支出 2,788,169

過年度修正支出 850,563

その他の活動資金支出計 996,827,919

差引 △ 399,206,646

調整勘定等 0

その他の活動資金収支差額 △ 399,206,646

　支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） △ 738,767,680

　前年度繰越支払資金 1,448,154,270

　翌年度繰越支払資金 709,386,590

注記　活動区分ごとの調整勘定等の計算過程は以下のとおり。 （単位：円）

資金収支 教育活動 施設整備等活動 その他の活動

計算書計上額 による資金収支 による資金収支 による資金収支

910,470,600 910,470,600 0 0

176,029,342 175,987,585 41,757 0

△249,367,921 △240,228,921 △9,139,000 0

△920,875,700 △920,875,700 0 0

△83,743,679 △74,646,436 △9,097,243 0

327,526,034 327,526,034 0 0

12,852,585 12,852,585 0 0

△384,127,293 △384,127,293 0 0

△10,353,197 △10,353,197 0 0

△54,101,871 △54,101,871 0 0

△29,641,808 △20,544,565 △9,097,243 0

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　　目

項　　目

前受金収入

前期末未収入金収入

期末未収入金

前期末前受金

収入計-支出計

収入計

前期末未払金支払支出

前払金支払支出

期末未払金

前期末前払金

支出計
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（単位　円）

科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

学生生徒等納付金 5,163,539,000 5,164,431,350 △892,350

　授業料 4,066,231,000 4,072,565,000 △6,334,000

　入学金 409,576,000 411,416,000 △1,840,000

　実験実習料 17,542,000 17,440,000 102,000

　施設設備資金 7,804,000 7,174,050 629,950

　学生生徒諸料 662,386,000 655,836,300 6,549,700

手数料 117,959,000 118,738,084 △779,084

　入学検定料 110,515,000 111,619,000 △1,104,000

　試験料 31,000 39,500 △8,500

　証明手数料 2,412,000 2,246,604 165,396

　大学入試センター試験実施手数料 4,779,000 4,592,980 186,020

　その他の手数料 222,000 240,000 △18,000

寄付金 83,138,000 84,222,983 △1,084,983

　特別寄付金 34,792,000 35,506,726 △714,726

　一般寄付金 48,346,000 48,716,257 △370,257

経常費等補助金 1,083,447,000 1,130,744,955 △47,297,955

　国庫補助金 362,149,000 406,498,000 △44,349,000

　地方公共団体補助金 721,298,000 724,246,955 △2,948,955

付随事業収入 59,157,000 60,386,000 △1,229,000

　補助活動収入 57,491,000 58,720,000 △1,229,000

　受託事業収入 1,000,000 1,000,000 0

　免許状更新講習料 666,000 666,000 0

雑収入 263,473,000 297,006,784 △33,533,784

　施設設備利用料 9,419,000 10,996,027 △1,577,027

　廃品売却収入 0 8,797 △8,797

　印刷複写収入 957,000 1,245,468 △288,468

　私大退職金財団交付金 126,808,000 158,265,450 △31,457,450

　私学退職金社団交付金 74,228,000 71,431,200 2,796,800

　その他の雑収入 52,061,000 55,059,842 △2,998,842

教育活動収入計 6,770,713,000 6,855,530,156 △84,817,156

科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

人件費 4,547,695,000 4,593,589,832 △45,894,832

　教員人件費 3,065,910,000 3,071,155,478 △5,245,478

　職員人件費 1,170,695,000 1,168,859,598 1,835,402

　役員報酬 27,257,000 27,107,868 149,132

　退職給与引当金繰入額 141,895,000 171,300,397 △29,405,397

　退職金 141,938,000 155,166,491 △13,228,491

教育研究経費 1,937,658,000 1,900,540,362 37,117,638

　消耗品費 78,285,000 67,198,983 11,086,017

　旅費交通費 136,611,000 123,568,564 13,042,436

　通信運搬費 17,975,000 18,755,176 △780,176

　印刷製本費 62,943,000 57,131,486 5,811,514

　雑誌資料費 94,317,000 93,517,181 799,819

　会議・渉外費 13,197,000 10,904,811 2,292,189

　委託報酬手数料 422,295,000 412,986,352 9,308,648

科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

　奨学費 164,949,000 164,578,784 370,216

（６）事業活動収支計算書

平成28年4月 1日から
平成29年3月31日まで

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
支
出
の
部

教
育
活
動
収
支

‐30‐



　福利費 694,000 598,227 95,773

　諸会費 7,320,000 6,819,101 500,899

　課外活動援助費 17,180,000 15,484,755 1,695,245

　光熱水費 155,014,000 159,124,904 △4,110,904

　修繕費 135,645,000 137,711,571 △2,066,571

　損害保険料 12,695,000 12,238,357 456,643

　広告費 3,484,000 2,930,202 553,798

　賃借料 33,672,000 33,565,974 106,026

　資産除去費 6,573,000 9,856,478 △3,283,478

　公租公課 24,000 21,800 2,200

　雑費 542,000 16,076 525,924

　減価償却額 574,243,000 573,531,580 711,420

管理経費 533,224,000 517,453,196 15,770,804

　消耗品費 14,542,000 10,404,356 4,137,644

　旅費交通費 31,462,000 29,428,672 2,033,328

　通信運搬費 22,442,000 19,573,245 2,868,755

　印刷製本費 90,221,000 85,228,548 4,992,452

　雑誌資料費 1,965,000 1,239,691 725,309

　会議・渉外費 22,445,000 18,278,582 4,166,418

　委託報酬手数料 94,264,000 95,336,119 △1,072,119

　広告費 113,016,000 111,054,436 1,961,564

　福利費 9,703,000 10,545,452 △842,452

　諸会費 10,992,000 10,894,724 97,276

　補助活動 47,614,000 46,361,442 1,252,558

　光熱水費 16,031,000 16,176,017 △145,017

　修繕費 8,253,000 6,710,644 1,542,356

　損害保険料 1,026,000 1,044,037 △18,037

　公租公課 5,605,000 7,996,400 △2,391,400

　賃借料 4,103,000 3,635,220 467,780

　資産除去費 407,000 348,575 58,425

　私立大学等経常費補助金返還金 30,000 890,000 △860,000

　雑費 3,452,000 6,695,856 △3,243,856

　減価償却額 35,651,000 35,611,180 39,820

徴収不能額等 13,530,000 5,801,800 7,728,200

　徴収不能引当金繰入額 530,000 581,800 △51,800

　徴収不能額 13,000,000 5,220,000 7,780,000

教育活動支出計 7,032,107,000 7,017,385,190 14,721,810

　教育活動収支差額 △261,394,000 △161,855,034 △99,538,966
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科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

受取利息・配当金 237,085,000 240,135,737 △3,050,737

　第３号基本金引当特定資産運用収入 8,312,000 8,313,550 △1,550

　その他の受取利息・配当金 228,773,000 231,822,187 △3,049,187

その他の教育活動外収入 0 0 0

教育活動外収入計 237,085,000 240,135,737 △3,050,737

科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

借入金等利息 2,790,000 2,788,169 1,831

　借入金利息 2,790,000 2,788,169 1,831

その他の教育活動外支出 0 0 0

教育活動外支出計 2,790,000 2,788,169 1,831

　教育活動外収支差額 234,295,000 237,347,568 △3,052,568

　　経常収支差額 △27,099,000 75,492,534 △102,591,534

科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

資産売却差額 1,100,000 1,100,000 0

　有価証券売却差額 1,100,000 1,100,000 0

その他の特別収入 19,272,000 32,681,179 △13,409,179

　施設設備寄付金 8,840,000 10,845,248 △2,005,248

　現物寄付 3,603,000 5,528,895 △1,925,895

　施設設備補助金 6,752,000 15,891,000 △9,139,000

　過年度修正額 77,000 416,036 △339,036

特別収入計 20,372,000 33,781,179 △13,409,179

科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

資産処分差額 8,785,000 16,955,083 △8,170,083

　不動産処分差額 5,843,000 8,870,284 △3,027,284

　その他の資産処分差額 2,942,000 8,084,799 △5,142,799

その他の特別支出 640,000 850,563 △210,563

　過年度修正額 640,000 850,563 △210,563

特別支出計 9,425,000 17,805,646 △8,380,646

　特別収支差額 10,947,000 15,975,533 △5,028,533

(         0)
12,000,000 12,000,000

△28,152,000 91,468,067 △119,620,067

△396,948,000 △346,562,320 △50,385,680

△425,100,000 △255,094,253 △170,005,747

△1,909,536,194 △1,909,536,194 0

20,000,000 20,000,000 0

△2,314,636,194 △2,144,630,447 △170,005,747

（参考）

7,028,170,000 7,129,447,072 △101,277,072

7,056,322,000 7,037,979,005 18,342,995

特
別
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部
事
業
活
動
支
出
の
部

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

事業活動支出計

　〔予　備　費〕

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

翌年度繰越収支差額

事業活動収入計
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(７) 監事による監査報告書 
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（８）決算の概要

①　２０１６年度　資金収支計算書 の概要（26頁の(3)資金収支計算書参照）

　　　補正予算と比較して、その他の収入と資産運用支出の大幅な増加は、有価証券の早期償還による収入と、

　　その代替有価証券の購入額（特定資産の積立）を総額表示したことによるものである。

　　　その他の科目の増減については、次に説明する「事業活動収支計算書の予算差異について」と同様の理由

　　である。

　　　なお、減価償却引当特定資産は、同引当金の100％を繰入している。

②　２０１６年度　事業活動収支計算書 の概要

予　　　算 決　　　算 差異(予算-決算) 構成率

1 学 生 生 徒 等 納 付 金 5,163,539,000 5,164,431,350 △892,350 72.8%

2 手 数 料 117,959,000 118,738,084 △779,084 1.7%

3 寄 付 金 83,138,000 84,222,983 △1,084,983 1.2%

4 経 常 費 等 補 助 金 1,083,447,000 1,130,744,955 △47,297,955 15.9%

5 付 随 事 業 収 入 59,157,000 60,386,000 △1,229,000 0.9%

6 雑 収 入 263,473,000 297,006,784 △33,533,784 4.2%

7 教 育 活 動 収 入 計 6,770,713,000 6,855,530,156 △84,817,156 96.6%

8 人 件 費 4,547,695,000 4,593,589,832 △45,894,832 64.7%

9 (内退職給与引当金繰入額) ( 141,895,000) ( 171,300,397) ( △29,405,397) 2.4%

10 教 育 研 究 経 費 1,937,658,000 1,900,540,362 37,117,638 26.8%

11 ( 内 減 価 償 却 額 ) ( 574,243,000) ( 573,531,580) ( 711,420) 8.1%

12 管 理 経 費 533,224,000 517,453,196 15,770,804 7.3%

14 徴 収 不 能 繰 入 額 等 13,530,000 5,801,800 7,728,200 0.1%

15 法 人 費 繰 出 金 0 0 0 0.0%

15 教 育 活 動 支 出 計 7,032,107,000 7,017,385,190 14,721,810 98.9%

16 △261,394,000 △161,855,034 △99,538,966 △2.3%

17 受 取 利 息 ・ 配 当 金 237,085,000 240,135,737 △3,050,737 3.4%

18 教 育 活 動 外 収 入 計 237,085,000 240,135,737 △3,050,737 3.4%

19 借 入 金 等 利 息 2,790,000 2,788,169 1,831 0.0%

20 教 育 活 動 外 支 出 計 2,790,000 2,788,169 1,831 0.0%

21 234,295,000 237,347,568 △3,052,568 3.3%

22 △27,099,000 75,492,534 △102,591,534 1.1%

23 資 産 売 却 差 額 1,100,000 1,100,000 0 0.0%

24 そ の 他 の 特 別 収 入 19,272,000 32,681,179 △13,409,179 0.5%

25 特 別 収 入 計 20,372,000 33,781,179 △13,409,179 0.5%

26 資 産 処 分 差 額 8,785,000 16,955,083 △8,170,083 0.2%

27 そ の 他 の 特 別 支 出 640,000 850,563 △210,563 0.0%

28 特 別 支 出 計 9,425,000 17,805,646 △8,380,646 0.3%

29 10,947,000 15,975,533 △5,028,533 0.2%

30 12,000,000 0 12,000,000 0.0%

31 △28,152,000 91,468,067 △119,620,067 1.3%

32 △396,948,000 △346,562,320 △50,385,680 △4.9%

33 △425,100,000 △255,094,253 △170,005,747 △3.6%

34 △1,909,536,194 △1,909,536,194 0 △26.9%

35 20,000,000 20,000,000 0 0.3%

36 △2,314,636,194 △2,144,630,447 △170,005,747 △30.2%

〔 予 備 費 〕

基 本 金 組 入 前 収 支 差 額

基 本 金 組 入 額 合 計

当 年 度 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

基 本 金 取 崩 額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

特
別
収
支

収
入

支
出

特 別 収 支 差 額

（単位：円）

区分 / 科目

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

教 育 活 動 収 支 差 額
教
育
活
動
外
収
支

収
入

支
出

教 育 活 動 外 収 支 差 額

経 常 収 支 差 額
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【事業活動収支計算書の予算差異について】

【経常収支のグラフ(経常収支＝教育活動収支+教育活動外収支)】

 決算は、補正予算と比較して経常収支(グラフ)で102,592千円改善し、27,099千円の支出超過から75,493千円

の収入超過となった。経常費等補助金が47,298千円、退職交付等の増で雑収入が33,534千円増額し、経常収

入全体で87,868千円増加した。退職金の増加により人件費が増加したが、学園各校の経費節減によって、教育

研究経費と管理経費の合計で52,888千円減額になったことにより、経常支出が14,724千円減少した。 

 

 経常収支差額は収入超過に転じたものの、教育活動収支では支出超過となっている。教育活動における支

出超過額を受取利息・配当金で補填する構造になっており、教育活動収支の改善が必要である。なお、教育活

動外収支の受取利息・配当金は、為替レートの影響により仕組債の金利が上昇し、予算計上額を上回る資産運

用利息を確保した。 

 

 特別収支のその他の特別収入は施設設備に係る寄付金、補助金等を計上しており、大学・短期大学部の施

設設備補助金採択と現物寄付の増加により増額となった。特別収支では、大学・短期大学部の固定資産の除

却増により、資産処分差額が増加したが、特別収支差額は5,029千円改善した。 

 予備費からの執行はなく、基本金組入前収支差額では補正予算から119,620千円改善し、28,152千円の支出

超過から91,468千円の収入超過に転じた。 

 

 基本金組入額は346,562千円であり、補正予算から50,386千円の組入減となった。特に、大学の組入額が

208,668千円で、除却の増加等により、補正予算と比較して43,457千円の組入減となった。なお、施設整備事業

に係る借入金の返済による未組入からの組入れは学園全体で168,210千円であり、2016年度末の未組入額は

1,539,993千円となった。 

 

 基本金取崩額は、学校法人会計基準に則り、第4号基本金の保持すべき資金の額（前年度の事業活動収支

計算書における人件費、教育研究経費及び管理経費、借入金等利息の決算額の合計を12で除した額）に合わ

せ、20,000千円の取崩額を計上した。 

 

 以上の結果、当年度収支差額は補正予算から170,006千円改善し、255,094千円の支出超過額を計上した。 

学生生徒等納付金 

72.8% 
補助金 15.9% 

その他教育活動収入 

7.9% 

受取利息・配当金  

3.4% 

人件費 64.7% 教管経費 34.1% その他経常支出 

 0.3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 110%

経常支出

の構成率 

経常収入

の構成率 
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③　連続貸借対照表（学園総額　2014～2016年度）
年度

金  額 構成率 金  額 構成率 金  額 構成率
　固定資産 27,615,801 92.5% 27,743,821 94.3% 27,916,532 94.9%
　 有形固定資産 17,057,563 57.1% 16,876,245 57.4% 16,542,490 56.2%

土地 1,615,181 5.4% 1,615,181 5.5% 1,615,181 5.5%
建物 11,630,159 39.0% 11,395,046 38.7% 11,099,343 37.7%
構築物 411,981 1.4% 535,359 1.8% 552,400 1.9%
教育研究用機器備品 962,112 3.2% 881,822 3.0% 762,985 2.6%
管理用機器備品 48,250 0.2% 55,530 0.2% 53,421 0.2%
図書 2,351,770 7.9% 2,391,521 8.1% 2,458,454 8.4%
車輌 3,000 0.0% 1,786 0.0% 706 0.0%
建設仮勘定 35,110 0.1% 0 0.0% 0 0.0%

　 特定資産 10,307,943 34.5% 10,741,893 36.5% 11,262,437 38.3%
第３号基本金引当特定資産 364,307 1.2% 388,257 1.3% 388,801 1.3%
退職給与引当特定資産 833,000 2.8% 807,000 2.7% 810,000 2.8%
減価償却引当特定資産 8,711,000 29.2% 9,147,000 31.1% 9,664,000 32.9%
その他の特定資産 399,636 1.3% 399,636 1.4% 399,636 1.4%

　 その他の固定資産 250,295 0.8% 125,683 0.4% 111,605 0.4%
電話加入権 4,789 0.0% 4,789 0.0% 4,789 0.0%
ソフトウェア 73,007 0.2% 67,170 0.2% 57,420 0.2%
有価証券 155,298 0.5% 31,348 0.1% 30,804 0.1%
長期貸付金 16,629 0.1% 18,600 0.1% 14,730 0.1%
その他 572 0.0% 3,776 0.0% 3,862 0.0%

 流動資産 2,234,993 7.5% 1,665,029 5.7% 1,501,393 5.1%
現金預金 1,959,220 6.6% 1,448,154 4.9% 709,387 2.4%
未収入金 235,936 0.8% 176,264 0.6% 244,296 0.8%
短期貸付金 30,652 0.1% 25,829 0.1% 20,317 0.1%
有価証券 0 0.0% 0 0.0% 514,303 1.7%
その他 9,185 0.0% 14,782 0.1% 13,090 0.0%

資産の部合計 29,850,793 100.0% 29,408,849 100.0% 29,417,924 100.0%
　固定負債 4,484,970 15.0% 4,313,266 14.7% 4,173,231 14.2%

長期借入金 2,891,820 9.7% 2,759,610 9.4% 2,615,660 8.9%
退職給与引当金 1,593,150 5.3% 1,553,656 5.3% 1,557,571 5.3%

　流動負債 2,030,602 6.8% 1,706,790 5.8% 1,764,432 6.0%
短期借入金 303,550 1.0% 312,210 1.1% 323,950 1.1%
未払金 658,542 2.2% 327,528 1.1% 384,127 1.3%
前受金 919,061 3.1% 920,876 3.1% 910,471 3.1%
預り金 149,449 0.5% 146,176 0.5% 145,884 0.5%

負債の部合計 6,515,572 21.8% 6,020,056 20.5% 5,937,663 20.2%
基本金 24,707,030 82.8% 25,298,329 86.0% 25,624,891 87.1%
繰越収支差額 △1,371,809 △4.6% △1,909,536 △6.5% △2,144,630 △7.3%

純資産の部合計 23,335,221 78.2% 23,388,793 79.5% 23,480,261 79.8%
負債及び純資産の部合計 29,850,793 100.0% 29,408,849 100.0% 29,417,924 100.0%
【注記】

2,026,840 6.8% 1,708,203 5.8% 1,539,993 5.2%

純資産
流動負債
固定負債

法人年度
流動資産
その他固定資産
特定資産
有形固定資産
純資産
流動負債
固定負債

貸借対照表のグラフ

（単位:千円）
 2014年度  2015年度 2016年度

①　２０１６年度　資金収支計算書 の概要（26頁の(3)資金収支計算書参照）
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④　財務比率分析（2014～2016年度） ※比率（％）は、小数点第1位未満四捨五入

年度 2014 2015 2016 年度 2014 2015 2016

比率名 年度 年度 年度 比率名 年度 年度 年度

学生生徒等納付金 固定資産

経常収入 純資産

補助金 固定資産

事業活動収入 純資産+固定負債

人件費 流動資産

経常収入 流動負債

人件費 特定資産

学生生徒等納付金 総資産

借入金等利息 総負債

経常収入 総資産

教育研究経費 総負債

経常収入 純資産

管理経費 運用資産-総負債

経常収入 総資産

減価償却額 基本金

経常支出 基本金要組入額

基本金組入額 運用資産

事業活動収入 要積立額

教育活動収支差額 年度 算出方法 2014 2015 2016

教育活動収入計 比率名 年度 年度 年度

経常収支差額

経常収入

事業活動支出

事業活動収入-基本金組入額

※学校法人会計基準改正前の年度については、次の方針で算出した。

　・経常収入及び事業活動収入は帰属収入に読替える

　・経常支出及び事業活動支出は消費支出に読替える

20.2

101.0

85.1

№
区
分

№
区
分

1

事
業
活
動
収
支
計
算
書
関
係
比
率

学生生徒等納付金比率 71.7 73.0 72.8 13

貸
借
対
照
表
関
係
比
率

固定比率 118.3 118.6 118.9

14 固定長期適合率 99.3 100.2

3 人件費比率 66.2 63.7 64.7 15 流動比率 110.1 97.6

2 補助金比率 15.2 15.6 16.1

4 人件費依存率 92.2 87.3 88.9 16 特定資産構成比率 34.5 36.5 38.3

5 借入金等利息比率 0.1 0.1 0.0 17 総負債比率 21.8 20.5

6 教育研究経費比率 24.8 26.8 26.8 18 負債比率 27.9 25.7 25.3

7 管理経費比率 7.8 8.1 7.3 19 内部留保資産比率 19.8 21.1 22.4

8 減価償却額比率 7.2 8.7 8.7 20 基本金比率 92.4 93.7 94.3

9 基本金組入比率 6.3 8.3 4.9 21 積立率 116.4 110.2 107.8

教育活動資金収支差額比率

教育活動資金収支差額

10 教育活動収支差額比率 -2.4 -2.4 -2.4 №
区
分

- 5.8 6.4

算出方法 算出方法

12 基本金組入後収支比率 105.2 108.2 103.8 教育活動資金収入計

11 経常収支差額比率 0.9 1.2 1.1

22

活
動
区
分

資
金
収
支

財務比率分析について 

 

【事業活動収支計算書関係】 

 2015年度と比較して、人件費比率は64.7％で1.0ポイント、人件費依存率は88.9％で1.6ポイント、それぞれ上昇(悪化)した。人件費依存率は

経営上好ましいとされている学生生徒等納付金の範囲内(100％以下)に収まっているものの、依然として全国平均との格差は大きく、医歯系

法人を除く大学法人と比較すると人件費比率で7.8ポイント、人件費依存率で12.4ポイントの開きがある。 

 施設整備事業により、減価償却額比率が総額で2014年度から2016年度にかけて1.5ポイント上昇し、教育活動収支差額比率及び経常収支

差額比率に影響を与えている。 

中等教育部門においては教育活動収支差額比率及び経常収支差額比率が全てマイナス(支出超過)になっており、全体の収支を圧迫してい

る。そのため、総額における経常収支差額比率の黒字幅が縮小しており、教育活動収支差額比率についてはマイナス(支出超過)となってい

る。これは資産運用において確保している利息収入が教育活動収支の支出超過額の補填に充てられていることを示している。 

女子高校と附属高校は一定の定員充足率を保っていることから、収支構造の抜本的な改善が求められる。今後、人件費等の固定費の削減を

含めた中長期財政計画の策定により、健全な財政構造を追求していかなければならない。 

  

【貸借対照表関係】 

 2012年度に着手した学園の施設整備事業は、2016年度の大谷地キャンパスの正門整備をもってひと段落した。その事業費の一部を借入金

で賄ったため、一時的に負債比率が上昇しているが、今後の返済によって低下し、財政状態が正常化の方向に進む見通しである（2014年度

から2016年度にかけては負債比率が2.6ポイント減少）。 

 2015年度より、固定長期適合率が100%を超え(101.0％)、流動比率が100％を割込む状態が続いている(85.1％)。これは流動負債を固定資

産に投下していることを表しており、財政分析としては財政の安定性を欠きつつあるという傾向を現している。これらの比率への影響は、施設

整備事業費の支払いによって、2014年度から2016年度にかけては流動資産が7.3億円減少したことと、その中でも特定資産を9.5億円積立て

ていることが要因になっている。負債そのものが減少していることと、流動負債の51％を占める9.1億円が前受金であること、長期借入金につ

いては日本私立学校振興･共済事業団等からの低利で長期間のメニューを活用していること、また、学園全体の経常収支も収入超過を確保

していることから、比率の悪化は施設整備事業による一過性のものであると分析する。学校法人の経営を持続的かつ安定的に継続するため

に必要となる運用資産の保有状況を表す積立率は107.8％であり、全国平均を30ポイント以上上回っている。 

  

【活動区分資金収支計算書関係】 

 教育活動資金収支差額比率では、大学と女子中高がプラスとなり、総額でもプラスとなったが、附属高校と余市高校ではマイナスとなった。
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